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　当行は、平成10年10月23日、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」

（金融再生法）第36条に基づき政府より特別公的管理の開始決定を受け、同月28日、

預金保険機構により全株式が取得され、一時国有化されました。

　同年11月４日には、新経営陣が選任され、同年12月11日に政府よりご承認頂いた

経営健全化計画および業務運営基準に則り、経営体質・資産内容の抜本的改善と

企業価値の維持向上を図り、最終的な公的コストを極小化すべく特別公的管理の

早期終了に向けて努力してまいりました。

　具体的には、平成11年２月に金融再生委員会により当行の資産判定が行われ、当行

の保有が不適当であるとされた資産については、同年８月に第一回目として簿価総額

２兆９，０５８億円の「不適資産」を整理回収機構あて売却致しました。

　次に、経営合理化計画に基づく人員・営業経費の削減につきましては、末尾記載の

通り、当中間期(末)におきまして、最終目標である２５００人・６５０億円体制を

達成しております。海外業務からの撤退につきましては、当中間期で２支店２出張所

を閉鎖しておりますが、平成11年12月末までにはニュヨーク支店など３支店１出張所

の閉鎖を実施しており、海外撤退についても概ね完了しております。

　また、金融再生法第50条に基づく旧経営陣に対する経営責任の明確化と責任追及に

つきましては、平成10年12月に外部の弁護士７名による「内部調査委員会」を設置し

刑事上民事上の責任の有無につき調査を進めてまいりましたが、平成11年６月に

旧経営陣を商法違反・証券取引法違反で刑事告訴したことに加え、平成11年12月には

元取締役１５名に対して損害賠償を求める民事訴訟を提起しております。

　当行は、特別公的管理の早期終了を目指して、以上の様な経営改善諸策を推進して

まいりましたが、平成11年９月28日、政府は当行の一括譲渡先として、米国の

リップルウッド社が中心となり欧米の一流金融機関等が出資するニュー・ＬＴＣＢ・

パートナーズ社を優先交渉先として決定し、同年12月24日には基本合意書が締結され

るに至りました。

　当行といたしましては、引き続き金融再生法の趣旨に基づき、金融システムの安定に

寄与すべく、譲渡完了へ向け、全力で取り組む所存であります。

〔経営合理化計画の進捗状況〕
11年中間期 10年度 ９年度 ﾋﾟｰｸ時

実績 実績 実績 実績 最終目標
(11/9末) (11/3末) (10/3末)

従業員数(人) 2,435 2,797 3,499 (5/4) 4,060 2,500

営業経費(億円) 302 758 891 (5/3) 1,079 650

店舗拠点数 40 47 65

国内本支店 24 24 24 (4/3) 26

海外拠点 16 23 41 (8/3) 44

支店・出張所 5 9 17 17

駐在員事務所 4 4 9 10

現法 7 10 15 17
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Ⅰ  平成11年度中間決算の概況

1. 損 益 状 況 【単体】 （百万円）
11年中間期 10年中間期

10年中間期比
業　務　粗　利　益 △66 △157,576 157,510 

国　内　業　務　粗　利　益 6,118 △139,425 145,543 
資 金 利 益 996 △141,509 142,505 
役 務 取 引 等 利 益 1,822 △10,147 11,969 
特 定 取 引 利 益 2,993 5,662 △2,669 
そ の 他 業 務 利 益 305 6,566 △6,261 

国　際　業　務　粗　利　益 △6,185 △18,152 11,967 
資 金 利 益 △2 5,969 △5,971 
役 務 取 引 等 利 益 △1,232 △2,381 1,149 
特 定 取 引 利 益 △935 △5,057 4,122 
そ の 他 業 務 利 益 △4,014 △16,679 12,665 

債　券　費 486 △1,263 1,749 
経　費（除 く 臨 時 処 理 分） 30,124 △10,191 40,315 

人　件　費 11,459 △6,643 18,102 
物　件　費 17,337 △2,486 19,823 
税　金 1,328 △1,062 2,390 

業 務 純 益（一般貸倒繰入前） △30,679 △146,125 115,446 
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入　 △193,010 △209,602 16,592 
業 務 純 益 162,331 63,477 98,854 

国債等債券損益（５勘定尻） △401 5,803 △6,204 
臨 時 損 益 △507,843 266,328 △774,171 

株 式 等 損 益（３勘定尻） △41,529 △17,614 △23,915 
不 良 債 権 処 理 額（△） △474,908 268,880 △743,788 

貸出金償却 △2,710 △1,684 △1,026 
個別貸倒引当金純繰入額 △461,629 △20,520 △441,109 
共同債権買取機構売却損 －　 9,587 △9,587 
債権売却損失引当金繰入額 △4,633 1,081 △5,714 
特定債務者引当金繰入額 －　 266,305 △266,305 
その他の債権売却損等 △5,934 14,111 △20,045 

特定海外債権引当勘定繰入額(△) 8,366 8,425 △59 
経 常 利 益 △346,006 333,904 △679,910 
特 別 損 益 346,470 295,508 50,962 

動 産 不 動 産 処 分 損 益 250 △51,184 51,434 
動産不動産処分益 830 △51,191 52,021 
動産不動産処分損 580 △7 587 

不 良 債 権 処 理 額（△） △582,081 △582,081 - 
個別貸倒引当金取崩 190,845 190,845 - 
特定資産処分損失引当金繰入 △6,472 △6,472 - 
不適資産売却損等 △766,455 △766,455 - 

特別公的管理勘定繰入額 936,594 936,594 - 
税 引 前 中 間 利 益 464 629,411 △628,947 
法 人 税、住 民 税 及び 事 業 税 464 △218 682 
中 間 利 益 - 629,630 △629,630 

不良債権処理額合計（△） △1,056,990 △313,202 △743,788 

11年9月末 11年3月末 増　　減

特別公的管理勘定（末残） 3,723,484 2,786,889 936,594 
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2. 業 務 純 益 【単体】 （百万円）

11年中間期 10年中間期

10年中間期比

(１)業 務 純 益（一般貸倒繰入前） △30,679 △146,125 115,446 

 職員一人当たり（千円） △12,599 △46,968 34,369 

(２)業 務 純 益 162,331 63,477 98,854 

 職員一人当たり（千円） 66,665 37,236 29,429 

3. 利 鞘 （国内業務部門）【単体】 （％）

11年中間期 10年中間期

10年中間期比

(１) 資 金 運 用 利 回　　　　(Ａ) 2.07 △1.43 3.50 

(イ)貸 出 金 利 回 1.64 △0.53 2.17 

(ロ)有 価 証 券 利 回 1.33 △0.83 2.16 

(２) 資 金 調 達 原 価　　 　 (Ｂ) 2.11 △0.44 2.55 

(イ)債 券 利 回 2.04 0.01 2.03 

(ロ)預 金 利 回 0.35 △0.39 0.74 

(３) 総 資 金 利 鞘　　 (Ａ)－(Ｂ) △0.04 △0.99 0.95 

※預金には譲渡性預金を含んでおります。

4. 有価証券関係損益 【単体】 （百万円)

11年中間期 10年中間期

10年中間期比

国 債 等 債 券 損 益（５勘定尻） △401 5,803 △6,204 

売　却　益 3,108 △20,204 23,312 

償　還　益 120 △1,693 1,813 

売　却　損 △2,989 15,918 △18,907 

償　還　損 △513 4,203 △4,716 

償　　　却 △126 7,580 △7,706 

株　式　等　損　益（３勘定尻） △41,529 △17,614 △23,915 

売　却　益 24,456 21,993 2,463 

売　却　損 △9,343 △5,471 △3,872 

償　　　却 △56,642 △34,136 △22,506 
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5. 自己資本比率（国際統一基準）【連結】 (億円、％)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

％　 ％ ％ ％ ％ 

(１)自己資本比率 0.19 0.07 △6.13 0.12 6.32 

(２)Ｔｉｅｒ Ⅰ 133 34 △5,363 99 5,496 

(３)Ｔｉｅｒ Ⅱ 133 34 △5,363 99 5,496 

(イ)有価証券含み益の45%相当額 1,303 903 1,303 400 0 

(ロ)一般貸倒引当金 1,742 △318 1,199 2,060 543 

(ハ)負債性資本調達手段等 4,810 △75 △2,873 4,885 7,683 

(ニ)ＴｉｅｒⅡ 不参入額 7,723 478 4,992 7,245 2,731 

(４)控除項目 - - - - - 

(他の金融機関の資本調達手段の

　意図的な保有相当額）

(５)自己資本(2)+(3)-(4) 267 69 △10,725 198 10,992 

(６)リスクアセット 139,456 △25,355 △34,370 164,811 173,826 

6. 有価証券の含み損益の状況等【単体】（11年9月末） （百万円)

上　場 非　上　場 合　　計
うち含み益 うち含み益 うち含み益

 債　　　　券 1,538 1,539 62 82 1,600 1,621 

 株　　　　式 287,565 287,633 8,457 10,448 296,022 298,082 

 そ 　の 　他 565 565 1 1 566 566 

 合　　　　計 289,668 289,737 8,520 10,532 298,189 300,269 
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Ⅱ  貸出金等の状況

1.リスク管理債権の状況
部分直接償却実施～実施せず
未収利息不計上基準～当中間期より資産の自己査定基準

【単体】 (百万円)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

破綻先債権額 1,111,854 352,338 632,795 759,516 479,059

延滞債権額 1,076,615 △1,181,426 253,095 2,258,041 823,520

３ヶ月以上延滞債権 19,776 △211,149 △122,188 230,925 141,964

貸出条件緩和債権 417,716 189,899 △159,211 227,817 576,927

合　計 2,625,963 △850,337 604,492 3,476,300 2,021,471

貸出金残高(末残) 9,628,997 △3,985,755 △5,012,769 13,614,752 14,641,766

(％)

破綻先債権額 11.5 6.0 8.3 5.6 3.3 

延滞債権額 11.2 △5.4 5.6 16.6 5.6 

３ヶ月以上延滞債権 0.2 △1.5 △0.8 1.7 1.0 

貸出条件緩和債権 4.3 2.7 0.4 1.7 3.9 

合　計 27.3 1.7 13.5 25.5 13.8 

【連結】 (百万円)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

破綻先債権額 1,111,854 348,221 763,633

延滞債権額 1,076,615 △1,185,659 2,262,274

３ヶ月以上延滞債権 19,776 △211,951 231,727

貸出条件緩和債権 417,716 188,935 228,781

合　計 2,625,963 △860,454 3,486,417

貸出金残高(末残) 9,651,592 △4,039,007 △5,146,540 13,690,599 14,798,132

(％)

破綻先債権額 11.5 5.9 5.6 

延滞債権額 11.2 △5.4 16.5 

３ヶ月以上延滞債権 0.2 △1.5 1.7 

貸出条件緩和債権 4.3 2.6 1.7 

合　計 27.2 1.7 25.5 

リ
ス
ク
管
理
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権
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出
金
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高
比

リ
ス
ク
管
理
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権

貸
出
金
残
高
比
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2.貸倒引当金等の状況

【単体】 (百万円)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

貸倒引当金 2,065,837 △1,590,954 960,169 3,656,791 1,105,668

一般貸倒引当金 220,690 △193,010 173,316 413,700 47,374

個別貸倒引当金 1,844,117 △1,388,487 786,501 3,232,604 1,057,616

特定海外債権引当勘定 1,029 △9,458 352 10,487 677

特定資産処分損失引当金 51,737 △27,977 51,737 79,714 - 

特定債務者引当金 - - △266,305 - 266,305

債権売却損失引当金 100,216 2,695 79,216 97,521 21,000

【連結】 (百万円)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

貸倒引当金合計 2,067,289 △1,597,427 954,599 3,664,716 1,112,690

一般貸倒引当金 222,209 △199,415 421,624

個別貸倒引当金 1,844,050 △1,388,554 3,232,604

特定海外債権引当勘定 1,029 △9,458 10,487

特定資産処分損失引当金 51,737 △45,784 51,737 97,521 - 

特定債務者引当金 - - △266,305 - 266,305

債権売却損失引当金 100,216 2,695 79,216 97,521 21,000

3.リスク管理債権に対する引当率

【単体】 (％)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

リスク管理債権に対する引当率 78.7 △26.5 24.0 105.2 54.7 

※ 部分直接償却は行っておりません

【連結】 (％)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

リスク管理債権に対する引当率 78.7 △26.4 105.1 

※ 部分直接償却は行っておりません
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4.金融再生法開示債権

【単体】 (百万円、％)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

破産更正債権及び 1,667,323 △1,874,731 3,542,054
　これらに準ずる債権

危険債権 907,348 △103,720 1,011,068

要管理債権 437,493 308,310 129,183

合　計 (Ａ) 3,012,165 △1,670,140 4,682,305

貸倒引当金（Ｂ） 2,065,837 △1,590,954 3,656,791

引当率（Ｂ／Ａ*100） 68.6 △9.5 78.1 

5.業種別貸出状況等

①業種別貸出金【単体】 (百万円)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

国　　　内　　　店　　　分 9,519,863 △3,442,302 △4,331,652 12,962,165 13,851,515

(除く特別国際金融取引勘定)
製 造 業 1,003,827 △155,596 △189,569 1,159,423 1,193,396
農 業 2,372 △2,632 △3,121 5,004 5,493
林 業 1,292 △174 △398 1,466 1,690
漁 業 17,408 △232 △1,721 17,640 19,129
鉱 業 41,920 △749 △2,187 42,669 44,107
建 設 業 390,837 △34,522 △31,447 425,359 422,284
電気･ガス･熱供給･水道業 532,788 1,207 △14,537 531,581 547,325
運 輸 ･ 通 信 業 709,204 △104,088 △140,466 813,292 849,670
卸売･小売業、飲食店 909,546 △158,952 △169,394 1,068,498 1,078,940
金 融 ･ 保 険 業 2,425,803 △598,286 △1,131,625 3,024,089 3,557,428
不 動 産 業 1,250,817 △1,451,276 △1,483,956 2,702,093 2,734,773
サ ー ビ ス 業 1,555,130 △602,396 △916,376 2,157,526 2,471,506
地 方 公 共 団 体 119,958 △7,431 △15,279 127,389 135,237
そ の 他 558,961 △327,175 △231,576 886,136 790,537

②住宅ローン残高【単体】 (百万円)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

住宅ローン残高 52,664 △6,475 △14,634 59,139 67,298

③中小企業等貸出比率【単体】 (％)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

中小企業等貸出比率 39.3 △9.1 △8.5 48.4 47.8 
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6.特定海外債権残高状況【単体】 (百万円、ヶ国)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

債　権　額 3,112 △31,204 860 34,316 2,252

うちインドネシア 2,906 △30,967 2,906 33,873 0

うちロシア 92 △206 △1,873 298 1,965

対 象 国 数 8 △1 0 9 8

7.債券、預金、貸出金の残高【単体】 (百万円)

11年9月末 11年3月末 10年9月末

11年3月末比 10年9月末比

債　　券（末残） 7,390,242 △276,825 △1,688,632 7,667,067 9,078,874

　　　　（平残） 7,620,367 △1,923,885 △3,296,808 9,544,252 10,917,175

預　 金*（末残） 3,664,700 301,651 267,485 3,363,049 3,397,215

　　　　（平残） 3,815,984 △168,853 △1,065,343 3,984,837 4,881,327

貸 出 金（末残） 9,628,997 △3,985,755 △5,012,769 13,614,752 14,641,766

　　　　（平残） 12,139,660 △2,586,657 △3,190,519 14,726,317 15,330,179

 * ～含む譲渡性預金
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